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人事行政人事行政人事行政人事行政のののの運営等運営等運営等運営等のののの状況状況状況状況    

小千谷市小千谷市小千谷市小千谷市    

    

  小千谷市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１８年小千谷市条例第

１号）により、平成２１年度における小千谷市の人事行政の運営等の状況について、

次のとおり公表いたします。 

    

１１１１    職員職員職員職員のののの任免及任免及任免及任免及びびびび職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度））））    

職  種 ４月１日付 

職員数 

採用者数 

（平成２１年４月１日付採用者） 

退職者数 

（平成２１年度中退職者） 

教 育 長 

一般行政職 

 

公  安  職 

技能労務職 

１人 

３２８人 

 

２人 

８６人 

 

１１人（事務８、保育士２ 

保健師１） 

（広域消防職１名－派遣） 

 

 

１５人（事務７、保育士７、 

保健師１） 

２人（消防本部消防職２） 

４人（管理１、調理２、工務１） 

計 ４１７人 １１人 ２１人 

※ ４月１日付職員数には二役（市長、副市長）及び小千谷地域広域事務組合職員を含みません。 

※ 平成２２年３月３１日付けで小千谷地域広域事務組合が解散となり、小千谷市消防本部となりまし

た。 

  ①部門別職員数 

職員数 

部  門 
20 

年 

度 

21 

年 

度 

差引 主な増員理由 主な減員理由 

議 会 

総務企画 

税 務 

民 生 

衛 生 

労 働 

農林水産 

商 工 

土 木 

4 

59 

22 

115 

18 

0 

23 

8 

26 

4 

62 

22 

114 

18 

0 

21 

8 

23 
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▲1 

 

 

▲2 

 

▲3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費者行政移管等（3） 

 

保育士退職不補充等（1） 

 

 

機構改革（2） 

 

機構改革（3） 

一

般

行

政 

小 計 275 272 ▲3   

教 育 

消 防 

75 

2 

74 

2 

▲1 

 

 

 

学校廃校（1） 

 

特

別

行

政 
小 計 

77 76 ▲1   
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水 道 

下 水 道 

そ の 他 

20 

12 

45 

19 

8 

42 

▲1 

▲4 

▲3 

 

 

 

工務員退職不補充（1） 

機構改革及び事業終了（4） 

事務事業の減等（3） 

公

営

企

業

等 小 計 77 69 ▲8   

合  計 429 417 ▲12   

    ※ 特別行政の教育部門には、教育長１名を含んでいます。 

  

②定員適正化計画について 

  平成１８年８月に定員適正化計画を策定し、平成１８年度から平成２２年度までの５年

間で職員数を２１人（４．７３％）純減する目標を定め、目標値を超えて達成しました。 

  削減に当たっては、「事務・事業の見直し」「民間委託の推進」「組織・機構の見直し」な

どの手法を総合的に組み合わせて目標達成を目指しました。 

（上段：計画、下段：実績） 

部 局 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 合 計 

市長部局等 
 ▲５ 

（▲１２） 

▲８ 

（▲９） 

▲４ 

（▲３） 

▲４ 

（▲１） 

▲２１ 

（▲２５） 

教育委員会等 
▲３ 

（▲３） 

２ 

（４） 

４ 

（１） 

 

（▲１） 

▲１ 

（▲４） 

２ 

（▲３） 

公営企業等 
  

（４） 

▲１ 

（０） 

 

（▲８） 

▲１ 

（０） 

▲２ 

（▲４） 

合 計 
▲３ 

（▲３） 

▲３ 

（▲４） 

▲５ 

（▲８） 

▲４ 

（▲１２） 

▲６ 

（▲５） 

▲２１ 

（▲３２） 

 

２２２２    職員職員職員職員のののの給与給与給与給与のののの状況状況状況状況    

        ①給料及び期末手当等 

     ・平均年齢及び平均給料額             （平成２１年４月１日現在） 

区  分 平均年齢 平均給料月額 

小千谷市 44.3歳 327,574円 

国 41.5歳 325,521円 一般行政職 

類似団体 43.3歳 329,354円 

公  安  職 小千谷市 38.9歳 320,550円 

小千谷市 45.8歳 283,416円 

国 49.2歳 285,548円 技能労務職 

類似団体 48.1歳 296,122円 

       ※ 公安職については、消防課職員とします。 
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    ・職員の初任給の状況                             （平成２１年４月１日現在） 

区  分 小千谷市 国 新潟県 

大学卒 172,200円 同左 178,800円 
一般行政職 

高校卒 140,100円 同左 144,500円 

公  安  職 高校卒 158,100円 比較なし 比較なし 

高校卒 137,200円 比較なし 141,900円 
技能労務職 

中学卒 129,200円 比較なし 129,200円 

 

     ・職員手当の状況                                        （平成２１年度分） 

区分 小千谷市 国 

期末手当 2.75月分 2.75月分 

勤勉手当 1.40月分 1.40月分 

      ※勤勉手当の支給月数は、支給総額の限度を表したものです。 

 

  ②手当の種類とその内容（主なもの） 

   毎月決まって支給 

    ・扶養手当 配偶者                 13,000円 

          その他                  6,500円 

（配偶者がいない場合はそのうち一人について 11,000円） 

    ・住居手当 借家 月額 12,000円を超える家賃を支払っている職員に対し、 

            家賃額に応じ最高   27,000円まで 

          自宅                    2,500円（平成 21年 12月より廃止） 

    ・通勤手当 電車、バス等利用者に負担している運賃等に応じ、 

           １ヶ月当たり最高     55,000円まで 

          自動車等利用者 

           使用距離に応じ最高   24,500円まで 

 

   勤務実績に応じて支給 

    ・時間外勤務手当 正規の勤務時間を超えて勤務した場合に支給 

                午後 10時～午前 5時   １時間単価の 150/100 

                上記以外の時間            〃   125/100 

  ・特殊勤務手当 特殊な勤務に対する手当 

           徴収手当、社会福祉調査手当、行路死人取扱手当 

勤務差手当 

 

   そ の 他 

    ・寒冷地手当 世帯の状況に応じて支給 

            月額 7,360円～17,800円（11月から３月まで支給） 
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    ・退職手当  支給率 

勤続年数  定年・勧奨   自己都合 

 20年      30.55月分      23.50月分 

 25年      41.34月分      33.50月分 

 35年      59.28月分      47.50月分 

 最高       59.28月分      59.28月分 

加算措置  

定年前早期退職の場合は、１年につき２％加算（最高 20％） 

 

３３３３    人事評価制度人事評価制度人事評価制度人事評価制度のののの状況状況状況状況    

  職員の勤務実績を正しく評価し、公務能率を増進させることにより、市民サービスの充

実を図るため、平成２１年度より人事評価制度を本格実施しました。特に行政職及び公安

職については評価方法を①人事評価②業務目標管理評価に分け、①は職員の昇給に、②は

勤勉手当の成績率に反映することとしました。なお、平成２１年度の各評価結果について

は、平成２２年度における昇給及び勤勉手当に反映いたします。 

 

○人事評価における総合評価区分と昇給号数 

昇給号数 
総合評価 判定基準 

一般 
昇給抑制 
年令職員 

分布率 

Ａ 極めて良好 総合評価が極めて良好と判定された職員 ８号 ４号 ５％以内 

Ｂ 特に良好 特に良好と判定された職員 ６号 ３号 ２０％以内 

Ｃ 良好 良好と判定された職員 ４号 ２号  

Ｄ やや良好でない やや良好でないと判定された職員 ２号 １号  

Ｅ 良好でない 良好でないと判定された職員 ０号 ０号  

 

○業務目標管理評価のおける評価区分と成績率 

成績率 業務目標管

理評価区分 
判定基準 

６月 １２月 
分布率目安 

５ 
職務職階経験に期待される業績を 

大きく上回った 
100 分の 80～100 分の 140 以下 ５％以内 

４ 期待される業績を上回った 100 分の 73～100 分の 80 未満 ２０％以内 

３ 期待される業績をあげた 100 分の 68  

２ 期待される業績を下回った 

１ 期待される業績を大きく下回った 

100 分の 68 未満 
成績評価者

のみ該当 
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４４４４    特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況                                                                                    （単位：円）    

区  分 議長 副議長 議員 市長 副市長 

H20 390,000 320,000 303,000 847,000 641,000 報酬・給料

月  額 H21 390,000 320,000 303,000 847,000 641,000 

H20 6月期 1.60月分   12月期 1.80月分   計 3.40月分 期末手当 

支給割合 H21 6月期 1.45月分   12月期 1.65月分   計 3.10月分 

    ※ 特別職の報酬・給料月額は、市内の各界代表者、学識経験者などで構成する特別職報酬等審議

会の答申を受けて、条例で定められています。 

 

 

５５５５    職員職員職員職員のののの勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間そのそのそのその他勤務条件他勤務条件他勤務条件他勤務条件のののの状況状況状況状況    

  (1) 勤務時間の状況 

        平成２１年４月１日より、１日７時間４５分、１週間３８時間４５分に改正されま

した。（例外として、交替制勤務等職員は、１日の勤務時間が違う場合があります。） 

１日の正規の勤務時間 １週間の正規の

勤務時間  開始時刻 休憩時間 終了時刻 

３８時間４５分 ７時間４５分 8時 30分 12時～13時 17時 15分 

     ※平成１９年度より、休息時間が廃止されました。 

 

(2) 年次有給休暇の取得状況 

      年次有給休暇は、一の年ごとに 20日付与され、20日を超えない範囲内の残日数は、

翌年に繰り越すことができます。 

（平成２１年１月１日～平成２１年１２月３１日） 

付与日数 

a 

総取得日数 

b 

全対象職員数 

c 

平均取得日数 

b/c 

消化率 

b/a 

6,930日 1,609日 175人 9.2日 23.2％ 

     ※ 対象職員は、市長部局で一般事務職員とする。（勤務条件等に関する調査による。） 

 

(3) 特別休暇等の導入状況 

種  類 区分 有給/無給 付 与 日 数 

公民権の行使 特別休暇 有給 必要と認められる期間 

証人等としての出頭 特別休暇 有給 必要と認められる期間 

骨髄ドナー休暇 特別休暇 有給 必要と認められる期間 

結婚休暇 特別休暇 有給 ６日 

産前産後休暇 特別休暇 有給 産前６週間、産後８週間 
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育児休暇 特別休暇 有給 １日２回、各 30分以内 

妊産婦の健康診断 特別休暇 有給 必要と認められる期間 

妊婦の通勤緩和 特別休暇 有給 １日１時間 

妻の出産 特別休暇 有給 ２日以内 

忌引休暇 特別休暇 有給 １日～10日 

父母、配偶者又は子の法要等 特別休暇 有給 １日 

夏季休暇 特別休暇 有給 ３日以内 

災害による現住居の滅失等 特別休暇 有給 ７日を超えない範囲内 

災害又は交通機関の事故等に 

よる出勤困難等 
特別休暇 有給 必要と認められる期間 

生理休暇 特別休暇 有給 １回につき２日以内 

ボランティア休暇 特別休暇 有給 ５日以内 

子の看護 特別休暇 有給 ５日以内 

妻の出産による子の養育 特別休暇 有給 ５日以内 

負傷疾病による休暇 療養休暇 有給 必要と認められる期間 

私傷病休暇 療養休暇 有給 必要と認められる期間 

分割面接授業参加 職専免 有給 42日の範囲内 

措置要求・不服申立て 職専免 有給 必要と認める時間 

公務災害補償に関する審査請求 職専免 有給 必要と認める時間 

非常勤の消防団員として出動 職専免 有給 必要と認める時間 

妊婦の休息又は補食 職専免 有給 必要と認める時間 

兼職 職専免 有給 必要と認める時間 

介護休暇 無給 ６月の範囲内 

育児休業 無給 子どもが３歳になるまで 

適法な交渉 有給 交渉・協議に必要な時間 

組合休暇 無給 30日以内 

  

 

 (4) 介護休暇の取得状況 

       ・取得者なし 
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  (5) 育児休業等の取得状況 

育児休業等承認期間別内訳 
 

区 分 

 

 

取得者

数合計 

 
6月以下 

6月超 

1年以下 

1年超 

1年 6月

以下 

1年 6月

超 2年 

以下 

2年超 

2年 6月 

以下 

2年 6月

超 

男  性 － － － － － － － 

女  性 6 － 5 1 － － － 

計 6 － 5 1 － － － 

        ※ 平成２１年度に新たに育児休業又は部分休業を取得した職員 

 

６６６６    職員職員職員職員のののの分限及分限及分限及分限及びびびび懲戒処分懲戒処分懲戒処分懲戒処分のののの状況状況状況状況    

区分 処分の内容 処分者数 理  由 

分限処分 休職 ２名 病気休職 

    

７７７７    職員職員職員職員のののの服務服務服務服務のののの状況状況状況状況    

      ・職務専念義務免除の申請・承認    ２８件  １４０名 

      ・選挙及び年末年始等における服務規律違反はありません。 

 

８８８８    職員職員職員職員のののの福祉及福祉及福祉及福祉及びびびび利益利益利益利益のののの保護保護保護保護のののの状況状況状況状況    

  (1) 厚生計画の状況 

      地方公務員法において、「職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項について計

画を立て、これを実施しなければならない。」とされているほか、「職員又はその扶養

者の病気、負傷、出産、死亡若しくは災害に関して適切な給付を行うための相互救済

を目的とする共済制度が実施されなければならない。」とされていることから、これら

に基づき共済組合及び互助会と連携しながら事業を実施しています。 

区分 事業名 事 業 概 要 

厚生制度 

定期健康診断 

婦人科検診 

がん検診 

人間ドック 

健康増進事業 

ライフプラン 

定期健康診断及び事後指導等 

子宮がん、乳がん検診 

胃・大腸がん、前立腺がん、肺がん検診 

人間ドック、脳ドック 

メンタルヘルス対策、生活習慣病対策 

ライフプランの啓発・支援 

短期給付 
保健給付、休業給付、インフルエンザ予

防接種助成等 

長期給付 
退職共済年金、障害共済年金、遺族共済

年金等 

共済制度 

福祉事業 貸付事業、保健事業 
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  (2) 公務災害等の状況 

21年度中認定状況 
区分 

20年度末 

未認定 

件 数 

21年度中 

申請件数 
公務上 公務外 取下げ 計 

21年度末 

未認定 

件 数 

公務災害 － ６ ６ － － ６ － 

通勤災害 － － － － － － － 

計 － ６ ６ － － ６ － 

 

（3）小千谷市職員互助会の実施事業 

  ・慶弔給付事業   ･･･死亡、祝金、見舞い等への慶弔費 

  ・健康増進支援事業 ･･･レクリエーション及び施設利用料助成等 

  ・厚生事業     ･･･市役所職員スポーツ大会等への参加 

  ・貸付事業     ･･･会員の臨時の支出に対する資金の貸付 

 

（4）小千谷市職員互助会への助成 

  ・職員の福利厚生に係る事業を実施するため、小千谷市職員互助会に対して助成を行っ

ています。 

事業名 事業内容 
21年度実績額 

（円） 

おぢやまつり参加助成 
民踊流し・万灯パレード参加に

対する助成 
1,200,000 

芸術鑑賞助成 

市主催・共済の公演事業及び提

携する文化ホール等の公演事

業に対する助成 

99,000 

レクリエーション活動助成 
市主催の健康ウォーク等への

参加者に対する助成 
18,450 

施設等利用助成 
総合体育館トレーニングルー

ム利用者に対する助成 
3,750 

  ※平成２２年度より市から小千谷市職員互助会への補助金を廃止しました。 
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９９９９    職員職員職員職員のののの研修研修研修研修のののの状況状況状況状況    

 小千谷市職員人材育成計画に基づき、計画的な職員研修を実施しています。 

主  催 研 修 名 参加人員 

小千谷市 

新採用職員研修 

運転手研修 

人事評価者研修 

自己研修 

主任級職員研修 

行政改革に関する研修 

２１名 

１４名 

１０５名 

９名 

９名 

８８名 

市町村総合事務組合 

新採用職員研修 

一般職員研修第１部 

一般職員研修第２部 

主任・主査研修 

係長研修 

課長補佐級研修 

課長級研修 

自治大学校 

政策課題研修 

１０名 

２名 

４名 

５名 

５名 

５名 

３名 

２名 

６名 

全国市町村振興協会 市町村職員中央研修 １０名 

日本経営協会 政策課題研修 １１名 

日本電信電話ユーザ協会 電話応対診断 ９名 

その他 実務に関する研修 ７名 

    

１０１０１０１０    公平委員会公平委員会公平委員会公平委員会へのへのへのへの要求状況等要求状況等要求状況等要求状況等    

要求事項 件 数 

職員の勤務条件に関する措置の要求 

職員の不利益処分に関する不服申立て 

０件 

０件 

     


